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落とすとき、すなわち下位の目標として何を設
定すべきかということである。この点について、
われわれは、①製品の市場導入の促進、と②ブ
ランド忠誠の確立、を挙げることができる。
　ところで新製品開発のサイクルは、そのメー
カーの技術革新力が優れていればいるほど短く
　日用消費財の購買行動において、消費者は非計画購入と反復購入をともに高い率でおこなう。この
ことは、ポパイ・デュポン・スタディをはじめとする数多くの実態調査で何回となく確かめられてい
る事実である。したがって、日用消費財のメーカーが強いブランドを構築しようとすれば、どうして
も店頭から消費者に訴求する店頭プロモーションに力を入れざるを得ないといえる。
　プロモーションの主要な目的に需要の拡大がある。そして需要の弾力性に関して強いブランドは弱
いブランドに比べて有利である。ところが、日用消費財の店頭プロモーションにはブランドを強める
性格のものと、弱める性格の２大要因がある。その１つは知覚刺激型要因であり、他の１つは利得誘
引型要因である。
　そこで、これらの２大要因とその他の要因に基づいて店頭プロモーションの戦略的枠組みを作成し、
プロモーション技法を体系化した。
    At commodity goods store it is a well-known fact that most customers show unplanned and repeat-
buying behavior when they intend to buy CPG i.e consumer packaged goods. Therefore, CPG manufacturer
have to put much concentration on in-store promotion to build strong brand power of their products.
    There are two types of in-store promotion methods; the perceptual incentive and the cost performance
incentive. The first one strengthens the brand power of product and the second works commodities to
weaken the brand. And the strong brand is more advantageous because it has a desirable demand and
elasticity for manufacturers.
    In these analyses etc, the strategic framework of in-store promotion is presented which systematizes
various existing methods of in-store promotion.
　日用消費財、購買行動、非計画購入、反復購入、需要弾力性、知覚刺激型要因、利得誘引型要因、
店頭プロモーション、 戦略的枠組み、 プロモーション技法、ブランド力
 consumer buying behavior, unplanned buying, repeat buying, consumer packaged goods, commodity
goods, in-store promotion, demand elasticity, perceptual incentive, cost performance incentive, strategic
framework, brand power
１．プロモーションの目標「ブランドは永く」
　広義のプロモーション戦略の目標が、消費者
愛顧の確立(consumer franchise building）（1）にある
ことは、誰しもが認めるところであろう。　
 問題は、この目標をより具体的な行動レベルに
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なる傾向にある。しかし問題は、新しいブラン
ド名で次々に新製品を市場に導入すれば、ブラ
ンド名が発売のつど違うため、どのブランドも
短命な結果になりかねない、ということである。
　企業にとって、ブランド忠誠は長期的に永続
することが望ましいという前提がある。なかに
は、100年以上永く続いてよく知られ愛顧されて
いるブランドもある（2）。永く続いているブラン
ドを新製品に拡張することによって、メーカー
は認知や信頼を獲得するために投入しなければ
ならない導入期のプロモーション費用を大幅に
節減し、過去のブランド資産をそのまま引き継
ぐことができる。
　したがって、メーカーは、新製品の短いサイ
クルでの市場導入とブランドの長期的永続性を
両立させる必要がある。すなわち、戦略目標と
して「新製品導入を短いサイクルで行い、ブラ
ンドは永く保つ」、この短いと永いという背反す
る命題を同時併行的に実現することができれば、
プロモーションの目標の１つを達成したことに
なる。
　
２．メーカーブランドと製品ブランドの関係
　ところで、多くのメーカーは、前項の永続性
を持つブランドとして、メーカーブランドにそ
の役割を担わせ、一方、新製品にはそれぞれの
製品ブランド名を付して発売することが多い。
　その場合、メーカーブランド名の方を大きく
告示し、製品ブランド名を小さく示す例もあれ
ばその逆のこともある。
　たとえば、雪印バター、雪印スライスチーズ、
雪印ネオソフトは前者の例であり、アタック、ハ
ミング、ハイパーという大きな製品ブランドに
対し「花王」というメーカーブランドを小さく
表示しているのは、合成洗剤に見られる後者の
例である。
　メーカーブランドと製品ブランドの大小関係
はさまざまであるが、両者の位置関係は、図１
のＡかＢで代表されるであろう。後者の延長上
には、３つの円が完全に切り離され重合する部
分がまったくないという例も考えられないわけ
ではないが、求人活動のような場面ではメー
カー名でリクルートを行うことが多いので、重
合部分が皆無の事例は実際にはほとんどないと
いえよう。
　また、３つの円のうちの１つのブランドがそ
の後の新製品に傘ブランドとして伝承されるこ
とも多く、その場合は伝承されるブランドを中
央に置いた形で図１のＡと相似形となることが
多い。
３．メーカーブランドの形成
　東京大学の片平秀貴教授は、ブランド形成の
モデルとして、図２を掲げている（3）。すなわち、
好評を白丸、悪評を黒丸とすれば、白丸と黒丸
の集積によってブランドの評価がきまることに
なり、ブランド・プロモーションとは、白丸を増
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図３　店頭における消費者購買行動調査�
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図２　ブランド形成モデル（片平秀賞1996）�
やし続ける努力であることを意味している。
　片平モデルの優れた特質は、ブランドをたん
に広告イメージの所産として捉えるのではなく、
製品を実際に購買し使用した結果として形成さ
れるもの、として捉えている点にある。このこ
とは、最寄品では、とくに有効である。なぜな
ら、最寄品の場合には反復購入の頻度が高く非
計画購入されることがきわめて多いために、消
費者のブランド意識が、広告などで形づくられ
るよりも、製品に店頭で接触し購買し使用する
反復過程で形成されることが多いからである。
最寄品購買における非計画購入率は、わが国の
最も信頼できる調査によれば、図３に見るごと
く 84％である（4）。
　そこで、図１に片平モデルを適用すれば、図
４となる。すなわち、Ｘ製品ブランドが発売さ
れたことにより、白丸６個と黒丸２個が形成さ
れたのであるが、そのうちの白２個と黒１個は
Ｍメーカーブランドの形成の１要因にもなった、
ということである。
 したがって、高級ブランドメーカーは、既存の
メーカーブランドに黒丸をもたらす比率の高い
新製品を発売することは避けなければならず、
低級と思われている製品分野に手を出そうとは
しないのである。
　一般的にいって、メーカーブランドは、複数
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図５　ブランド力の大小と需要曲線�
の製品ブランドの好評と悪評の総和によって形
成される結果であると言えよう。であってみれ
ば、個々の製品プロモーションが短期的に行わ
れる場合であっても、それがメーカーブランド
の永続性に寄与するか、障害となるかが、大い
に問題となる。以下、それに寄与する製品プロ
モーションとむしろ障害となる製品プロモー
ションにまつわる問題について、さらに考察を
進める。
４．目標「ブランド力のある需要曲線を
　　　　　維持すること」
　ここで、ブランドと品質の関係について、次
のように規定しておく。
　(ｲ)　ブランドは、品質情報の要約である。
　(ﾛ)　人々は、ブランドから品質を推定する。
　(ﾊ)　その結果、人々をして高品質と推定させ
得るブランドの能力を「ブランド力」と呼 ぶこ
とができる。
　ブランドが製品に賦与されると、上記から明
らかなように、消費者は、ブランドから品質を
推定することができるので、価格から品質を推
定しなくてもよいのである。したがって、ブラ
ンドは、価格の品質推定機能を弱める作用を持
つ。その結果、以下の推論が導かれる。
　ブランド力が大であれば、価格を下げても品
質が劣ると邪推されることが少ない。そのため、
図５でブランド力の大きい製品Ａは価格を下げ
ると需要は急増するが、ブランド力の小さな製
品Ｂは価格を下げてもわずかしか需要は増えず、
さらにＢの価格を下げればすぐに需要は減少し
はじめる。なぜならブランドに信用がないため、
消費者は価格があまりに安いがゆえに、品質も
劣るのではないかと邪推し購入を差し控えるか
らである。
　製品Ａの方は、相当に価格を下げてもブラン
ド力に信用があるため、消費者は品質を疑うこ
とをせず、需要は増え続ける。しかし、Ａのブ
ランド力にも限界はあって、ある限度を越えて
価格が下がると、消費者はもともと品質につい
て不完全情報であるために、品質に疑念を抱き
はじめ、購入を躊躇する。しかしながら、その
Ａを躊躇するに到るまでの限度は、Ｂに比べれ
ばはるかに価格下げ幅が大であり、図５におい
てＡの曲線の頂点はＢの頂点よりも大幅に左寄
りとなる。
　すなわち、ブランド力が大であればあるほど、
ある範囲内において価格の下げ幅を大きくして
も、なおかつ品質の推定が高く保たれるので、コ
スト・パフォーマンス機能も高く維持され、需
要の増加も大きくなる。また、ブランド力が強
大であると値上げしても需要の落込みは小さい。
一方、ブランド力が小さい製品は、値下げして
も需要の増加は小さく、さらに下げていくとそ
れほど大きな値下げでなくても低品質だと見な
され需要は落込みやすい。また、値上げすると
需要は急速に下落する（5）。
　したがって、メーカーは同図における製品の
曲線をＡの位置に維持することが望ましい。そ
のためには、ブランド・プロモーションの各々
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もＡ型曲線の維持という目標に沿って行われる
べきである。この視点から考えるとき、プロモー
ションの新たな戦略的類型化が可能となる。
　ところで報告者は、反復購入頻度の高い最寄
品では、広告よりもむしろ店頭でおこなわれる
プロモーションの方が、ブランド形成に作用す
るであろうことを３節において述べた。　そこ
で本稿では、最寄品のブランド・プロモーショ
ンを中心に考察し、その場合にとくに重要とさ
れる店頭からのプロモーションについて戦略的
な類型化を試みる。
５．店頭プロモーションの２類型
　フィリップ・コトラーは、プロモーションを
遂行するための行動様式として、広告、パブリ
シティ、人的販売、販売促進（Sales Promotion ：
ＳＰ）の４つを挙げており、このうちのＳＰに
ついては、「ある製品やサービスの購入もしくは
販売を促進するための、短期的な動機づけ」で
あるとしている（6）。また、ＡＭＡでは、「ＳＰと
は、消費者の購入やディーラー効果を刺激する
人的販売、広告、パブリシティ以外のマ－ケティ
ング活動である」と定義している（7）。しかしな
がら、これら２つの定義からもわかるように、Ｓ
Ｐは他の３つに比してややあいまいな認識がな
されている。また、ＳＰの範囲は非常に広く、端
的にいえば他の３つ以外の分野のすべてを指し
ているかのようである。
 本稿では、この販売促進（ＳＰ）の枠組みを検
討し、とくに店頭プロモーションに係わる基本
的な問題について考察する。
　店頭プロモーションを大別すると、その１つ
は、今とくに既定の呼び名はないのでここに新
たに名付けるとすれば、知覚刺激型店頭プロ
モーションであり、他の１つは、利得誘引型店
頭プロモーションである。つまり、店頭プロモー
ションは、この２つに類型化できる。
 前者は、製品の店頭における視認性を高めた
り、製品の価値を訴求して消費者の認知率や理
解度を高めようとする店頭プロモーションであ
る。これに対し後者は、消費者に、今買うこと
による利得を強調し実質値引きなどを訴求する
店頭プロモーションである。従来のＳＰが、短
期的な動機づけとして規定されることが多かっ
たのは、ＳＰを後者として理解する論者が多数
を占めていたからにほかならない。
 しかし、我々が本稿において取り上げる知覚刺
激型店頭プロモーションは、後者とはまったく
異なるもので、相応のＣＦＢ（consumer franchise
building）効果を発揮する。
（1）　知覚刺激型店頭プロモーションの機能
　この型の店頭プロモーションの機能として、
次のようなものを上げることができる。
　①　ブランドを消費者に認知させる機能
　利得誘引型店頭プロモーションを行うために
は、その前提となるブランドの価値認知が消費
者に十分になされていなければならない。これ
によってこそ、利得誘引型の短期的プロモー
ションの効果を大きくすることができるのであ
る。知覚刺激型店頭プロモーションは、ブラン
ドの価値認知を徹底する機能を有する。それと
同時に、ブランドを消費者の長期記憶に入れ込
む効果も期待でき、一石二鳥である。
②　利得誘引型店頭プロモーションの欠点を
薄める機能
　いうまでもなく実質値引きが中心である利得
誘引型店頭プロモーションは、それ自体、非Ｃ
ＦＢ的なものであり、短期的な売上拡大効果は
あっても、ブランドイメージの低下や信用の喪
失を招くことが懸念される。しかし、利得誘引
型を行う場合でも、その場合に知覚刺激型で
もっともな理由づけを同時に施すならば、利得
誘引型のもたらす非ＣＦＢ的なマイナス面を薄
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めることができる。
　たとえば、それまで量販店で特売をすること
のなかったヤクルトが、ヤクルト・スワローズ
の優勝を機に店頭で「優勝」を大々的に唱う知
覚刺激型プロモーションを展開した。と同時に、
ヤクルト製品全品を１週間だけ２割値引きする
利得誘引型の特売も併行させた。
 この場合、製品イメージが低下するどころか、
優勝によってナンバーワン・イメージがさらに
強化され、２割引によるその時のプロモーショ
ン効果が、値引きを止めて以後もそのままの
シェアの形となって維持されたのである。
③　広告機能の強化
　知覚刺激型店頭プロモーションは、広告と連
動することによって、広告の効果を強化する機
能を有する。
　Ｎ社のテレビは、ブラウン管の奥行きが短く
場所をとらないテレビであることを広告で訴求
したが、同時に店頭プロモーションでは、デｲス
プレイの表面がフラットで見やすい点が他社と
違うということを視覚的に示すＰＯＰを展開し
た。場所をとらず、しかも見やすいという広告
と知覚刺激型店頭プロモーションの連動効果に
よって、同社は大きな成果を得ることができた。
④　広告にはない機能の発揮
（イ）現物による感覚の直接刺激で購買を
誘発する機能
　消費者が店内を巡回しながら、おいしそうな
商品を見てその場で衝動買いすることは多い。
店頭に存在する現物が、購買を誘発する。スー
パーやカフェテリア方式のレストランでは、と
くにそうである。また、デモ販で味覚や嗅覚が
刺激される。あるいは大量陳列が店頭での視認
率を大きく上げる。その結果として、消費者の
購入する率が高まる。
（ロ）  店内での聴覚刺激で購買を誘発する機能
　たとえば、ステーキをじゅうじゅう焼く音の
店内放送が、ステーキ肉の購買を促進している。
（ハ）  関連想起によって購買を誘発する機能
　みずみずしいイチゴの隣に練乳を配置するこ
とによって、練乳の購買を誘発することができ
る。また、焼肉のたれを精肉の側に置くことに
よって、たれも精肉も両方の購買が促進される。
⑤　他社の広告に便乗する機能
　小さな企業の場合、売上が小さいために広告
をするだけの予算もないことが多い。このよう
な場合でも、たまたま他社がある商品カテゴ
リーの広告をやってくれれば、そのカテゴリー
の需要量が拡大するので、店頭で同じカテゴ
リーのなかに自社ブランドをまぎれ込ませるこ
とによって一定の売上を確保できる。ＰＢ商品
も、この手の範ちゅうに入れられる。
　
（2）　利得誘引型店頭プロモーションの機能
　図５の需要曲線Ａにあるブランドを需要曲線
Ｂに堕としめるようなプロモーションは避けな
ければならない。上に述べた知覚刺激型プロ
モーションには、そのような危険はきわめて少
ない。しかし、利得誘引型プロモーションのな
かには、そのことが懸念されるものが、かなり
ある。つまり、前述した黒丸（悪評）を増やす
危険である。たとえば、値引き特売を長期間続
けるとその商品がＢランク化してしまうという
ようなことである。とくに大量陳列特売などの
場合には、その期間の長短が問題となる。かま
ぼこの紀文などは、この点に配慮し、特売によ
る販売量が全体の25％を越えないように期間を
限定することに努めている。
　明治乳業の濃厚4.3ミルクは、きわめて値が固
いブランドである。しかし、ときにはプロモー
ションの目先きを変え販売を活性化するために、
利得誘引型店頭プロモーションをすることも必
要となる。これに役立ったのが２枚重ねのラベ
ルである。上側のラベルに赤字で「当る！」と
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小さく書かかれているだけのものであったが、
それをめくってラベルのウラ面に「当り」と出
たらバッグがもらえるスピードくじの仕組みと
なっていた。日頃この濃厚牛乳が好きで愛用し
ていた消費者も、年中変化のないこのミルクの
販売方法に食傷気味であったが、この目先の変
化によって大いに購買意欲が喚起された。その
結果、30％増の特売効果を獲得した。
６．プロモーションの戦略的枠組み
　（店頭ＳＰを中心として）
　以上、われわれは、店頭プロモーションの機
能を明らかにし、そこからいくつかの戦略的示
唆を得てきた。
　ここで、店頭プロモーションを超えて、より
大きな観点からプロモーション戦略の枠組みを
提示してみたい。なお、ここでは広告とＳＰに
焦点を当てて考え、コトラーの挙げたプロ
モーションの４つの分類からパブリシティと人
的販売は除くことにする。その理由は、パブリ
シティは機能的には広告と同じであるから、広
告の１部とも考えられるからである。また、最
近の研究の方向性からいえば、人的販売を単な
るプロモーションの中の１類型として扱うこと
は適切ではないという見解が出て来ている。人
的販売は、基本的に営業活動として、プロモー
ションとは別個に研究される傾向にある。した
がって、今後のプロモーション研究では、人的
販売を除く、広告とＳＰの体系を求める研究が
主流となって行くだろう。
　そこで、われわれは、広告とＳＰを中心とす
るプロモーションの戦略的枠組みを作るうえで、
次のような次元に分けて考える。
　（1）　誰が主体であるか
　プロモーションを行う主体が誰なのか、メー
カーが主体となる行動もあれば、流通業者が主
体となる行動もある。
　小売店頭での陳列展開や演出のすべては、本
来、小売業者の作業分野であって、メーカーと
しては直接には手出しのできにくい分野である。
しかし、メーカーの意思は小売業者の協力を取
り付け、フィールドマン（セールス）を店舗巡
回させることによって、ある程度貫徹すること
ができる。具体的には、フェースの確保、欠品
の防止、特別陳列の実施、ＰＯＰやシェルフトー
カーの取り付け、イベントの実施、カート広告、
店内ポスター、店内放送の利用、などメーカー
によってなされる多数の手段がある。
　一方、小売業者にしかできないプロモーショ
ンもある。バレンタインセールや節句セールが
そのような例の１つである。関連陳列やカテゴ
リーマネジメントも同様である。
　（2）　誰を対象とするのか
　そのプロモーションのターゲットである対象は
誰なのか。消費者であるか、流通業者であるか。
　（3）　消費者に働きかける場はどこか
　前項に挙げた例のように、店頭で消費者に働
きかけるプロモーションもあれば、チラシや広
告のように店外でおこなわれるものもある。
　（4）　何を媒体とするのか
　プロモーションの媒体を製品形態そのものと
する場合、店頭展開を媒体とする場合（たとえ
ば特別陳列やプラノグラム）、店外での広告等を
媒介とする場合、がある。
　製品形態をなぜここに取り上げるかといえば、
店頭の購買時点で、消費者の目に直接触れるの
は、製品形態そのものであるからだ。パッケー
ジの形やデザイン、あるいは製品の外箱が、大
きな店頭プロモーション効果をもたらす。また、
それらが消費者の長期記憶に入り込むことも多
い。富士フィルムが緑色、コニカが朱色、コダッ
クが黄と黒、を大切にするのは、このためであ
る。最近では、製品に添付されたオンパックＰ
ＯＰが、消費者の目を引き付け、さらに消費者
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との対話を促進する上で効果的であるといわれ
ている。
　（5）　どのような方法で行うのか
　われわれは、上述した店頭プロモーションの
研究において、知覚刺激型と利得誘引型という
２つの類型化を行った。この考え方は消費者対
応の問題以外にも拡大することができる。たと
えば、流通業者を対象とするプロモーションに
しても、利得誘引型のトレードプロモーション
ばかりではない。小売業者や卸売業者を集めて
メーカーが行う商品説明会や経営指導（ディー
ラーヘルプスの一部）のような行為は、メーカー
に対する信頼やイメージの永続的な向上が実現
し、それによって仕入れ購買の促進がなされる
わけで、まさに知覚刺激型のプロモーションに
ほかならない。
　以上の５つの次元を用いて、プロモーション
（人的販売を除く）の類型化を行うと。図６およ
びその内容説明としての図７となる。
７．マ－ケティングの戦略目標；
　　需要調整とその手段・技法の体系
　これまで「戦略的」という語をしばしば用い
てきたが、それらは「目標が明確であり、それ
を達成するための手段・技法が体系化されてい
る」という意味で使用してきた。これは、マ－
ケティング・マネジメント論が論理的有効性を
持つためには、当該分野の目標達成ないしは問
題解決に係わる処理プロセスの体系が明らかに
され、この体系の中に個々の行為が的確に位置
づけられるような論理構造が必要とされるから
にほかならない。
　報告者は、前節までにおいて、主として手段・
技法の体系について述べてきた。
以下においては、図７に関し、マ－ケティング
の戦略目標とその目標を達成するための処理プ
ロセスの体系、および手段・技法との関連を明
らかにしたい。
　メーカーのマ－ケティングの第一義の目標は
「需要調整」である（8）。需要を創造したり、まれ
には需要を削減したりしながら、供給との関係
を調整することである。この目標を上に言及し
た処理プロセスとして捉えなおすと、それは、市
場創造（固有の製品概念を創出すること）と市
場調整（創出された概念の普及を図るために製
品・市場を操作・調整すること）の交互作用の
過程として記述される（9）。いいかえれば、市場
を創造するためには、一方では製品を開発した
り生産したりする製品調整という機能を遂行し、
他方では開発生産された製品を市場に導入し円
滑に流通させる市場調整という第二義の目標を
うまく達成しなければならない。さらに市場調
整をうまくやるということは、具体的には、消
費者と流通業者の操作と調整をうまくやるとい
うことにほかならない。消費者の操作や調整は、
購買時点の店頭（店外）で彼らに働きかけるか、
あるいは非購買時点の店以外（店外）の場所で
製品訴求をおこなうか、いずれかの形でなされ
るわけである。後者の場合は家庭内や交通移動
中に訴求すること等を意味する。すなわち店頭
調整と店外調整に二分されるのである。
また、流通業者の操作と調整をうまくやるとい
うことは、店頭を担当する小売業者を操作調整
をすることであったり、店外すなわち店に到る
までの流通を担当する卸売業者を操作し調整す
ることであったりする。
　つまり、図７の表頭はそれ自体が１つの戦略
的な処理プロセスの体系となっており、戦略な
いし戦術の階層構造を形づくっている。
　また、表側は、上述した需要調整戦略を実現
するための手段を操作対象別に類型化している。
最初にプロモーションの対象を消費者と流通業
者に区分し、その各々を５節までに述べた事由
により知覚刺激型と利得誘引型の２類型に分け
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ている。その結果、具体的なプロモーション技
法の数々は、プロモーションの目標である「ブ
ランドの永続性と強化」の視点から図中の①か
ら⑫までに位置づけられ、全体としてプロモー
ションの戦略的な枠組みが図７において体系化
されるのである。
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